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地域包括支援センターにおける職員配置の柔軟化に 
係る条例の一部改正について 

 

 

１ 概要 
地域包括支援センターの人材確保が困難となっている状況を踏まえ、令和６年４

月１日に介護保険法施行規則が改正され、地域包括支援センターの職員の配置基準
が改められました。これに伴い、「山口市地域包括支援センターにおける包括的支援
事業の実施に必要なものに関する基準を定める条例」の一部を改正します。 
 

２ 改正内容 
 地域包括支援センターに配置する３職種（保健師、社会福祉士、主任介護支援専
門員）は、それぞれ常勤職員の配置が必須としておりますが、以下のとおり改正し
ます。 
（１）地域包括支援センター運営協議会が必要と認める場合は、地域包括支援セン

ターに配置すべき職員の員数について、常勤換算方法により配置基準を満た
すことができるように改正します。 

 
（２）地域包括支援センター運営協議会が効果的な運営に資すると認める場合は、

複数の地域の地域包括支援センターが担当する区域ごとの第一号被保険者
の数を合算した人数をもとに、３職種の常勤職員の員数を配置し、配置基準
を満たすことができるように改正します。ただし個々のセンターには３職種
のうち２職種以上の常勤職員を配置する必要があります。 

  
３ 今後の対応 

現在、山口市においては、包括的支援事業に係る人材が確保できない状況では
ないものの、今後、人材確保が難しい状況になった場合に備え、条例の改正を行
うものです。引き続き常勤職員の配置を原則とし、人材確保が困難な場合は、事
前に本運営協議会に諮った上で、必要と認める場合に限り上記方法により職員の
配置を行います。 

 

４ 施行期日 
  令和６年１０月１０日 
 
（参考）「地域包括支援センターにおける柔軟な職員配置について（案）」 

厚生労働省社会保障審議会介護保険部会（第 110 回）介護保険法施行規
則の改正等（報告）より抜粋 
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